（様式１）
質　問　票

　　　令和　　年　　月　　日　

業務名　令和８年度和歌山県IT人材育成事業

	商号又は名称
	

	事業所所在地
	

	代表者氏名
	

	担当部署名称
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	



	質問事項

	○プロポーザル実施要領又は業務委託仕様書のページ数、項目番号等




	○質問内容









※質問事項は、当様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。
※提出先（郵送、持参もしくはメールにより期限内に提出してください。）
和歌山県商工労働部企業政策局企業立地課（担当者：鈴木）
〒640-8585 和歌山県和歌山市小松原通一丁目１番地
電 話 073-441-2748（直通）
E-mail e0622001@pref.wakayama.lg.jp
（様式２）
プロポーザル参加表明書

令和　　年　　月　　日


和歌山県知事　宮﨑　　泉　様


事業所所在地

商号又は名称
氏名又は代表者氏名			


下記業務に係る公募型プロポーザルに参加します。

記

１　業務の名称
令和８年度和歌山県IT人材育成事業

２　参加表明者の連絡先
（1） 担当部署名称

（2） 担当者氏名

（3） 電話番号

（4） ＦＡＸ番号

（5） 電子メールアドレス





（様式３）
企画提案申請書

令和　　年　　月　　日　　

和歌山県知事　宮﨑　　泉　様

事業所所在地

商号又は名称
氏名又は代表者氏名　　　　　　　　　　　

下記業務の業務委託について、関係書類を添えて申請します。

記

業務名　　令和８年度和歌山県IT人材育成事業

（関係書類）
１　企画提案書
２　見積書
３　参加対象資格に係る提出書類
（１）提案者の概要が分かるもの（会社案内等）
（２）誓約書
（３）役員等に関する調書
（４）財産目録、貸借対照表、事業報告書、損益計算書及び利益処分計算書又はこれに準
ずる書類（直近１年分）
（５）定款若しくは寄付行為及び法人登記事項証明書又はこれらに準ずる書類
（６）印鑑登録証明書
（７）法人税、所得税、消費税及び地方消費税について未納がない旨の証明（提出日にお
いて発行後３ヶ月以内のもの）
（８）都道府県税について未納がない旨の証明書（提出日において発行後３ヶ月以内のも
の）
（９）コンソーシアムの構成について、構成員全員が締結した協定書の写し
　　　＊コンソーシアムの場合のみ提出



（様式４）
誓　約　書

令和　　年　　月　　日　　

和歌山県知事　宮﨑　　泉　様

事業所所在地

商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

　令和８年度和歌山県IT人材育成事業への公募型プロポーザルに参加するにあたり下記のとおり誓約します。
　なお、相違があった場合は、審査会議の結果が無効になることを承諾します。

記

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。
（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されていない者であること。
（３）和歌山県が行う競争入札に関する入札参加資格停止の措置を受けていない者であること。
（４）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者でないこと。
（５）民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者でないこと。
（６）債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始決定がなされていないこと。
（７）国税及び県税の滞納がない者であること。
（８）宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと。
（９）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２項に掲げる暴力団及びこれらの利益となる行動を行っている者でないこと。




（様式５）
役員等に関する調書
	申請者名
	

	役職名
	氏名（ふりがな）
	生年月日
	住所・経歴

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注1） 法人の登記事項証明書に記載されている役員全員を記載してください。
注2） 記載しきれない場合は、複数枚作成してください。

